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効率的な解体前除染法の確立に向けて電解研磨技術を応用した除染試験装置を製作し、除染試験を実施し

た。供試体に「ふげん」の原子炉冷却材浄化系配管・弁体を使用し、内面の電解研磨を実施したところ、

表面線量当量率及び放射性核種濃度が十分に低下する結果が得られ、解体前除染等に適用できる見通しを

得た。 
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1. 緒言 

「ふげん」では、原子炉運転終了時に系統化学除染を実施しているものの、

除染時の系統構成や機器・配管の形状により除染液の循環が不十分であったこ

と等が影響し、一部の機器等には汚染が残留し高線量となっているため、外部

被ばく低減の観点から解体前除染が必要となる。従来の除染法として、汚染部

を研磨する物理除染や酸性溶液等により汚染を溶解する化学除染が挙げられ

るが、複雑形状の機器等に対するこれらの除染法は、作業工数増加や多量の除

染廃液の発生等、課題を抱えている。そこで、電解研磨技術を応用した除染試

験装置を製作し、除染要素試験を行い、電解研磨除染法の適用性を確認した。 

2. 試験条件 

廃止措置中の「ふげん」で発生した解体撤去物のうち、比較的汚染の高い原子

炉冷却材浄化系配管（SUS、3B配管：外径 89.1mm）及び弁体（SUS、配管接続

径：4B、玉形弁）の一部を供試体とした。電解研磨除染法には、基礎試験におい

て十分な研磨性能が確認された機械式（図 1）とハンドツール式（図 2）を採用

し、電解液として NaCl溶液 100リットルを装置に注入し、循環させて使用した。

除染前後に電離箱式サーベイメータで表面線量当量率の測定を行い、除染効果を

評価した。 

3. 結果 

機械式による除染では、表面線量当量率を 0.5～24μSv/h から検出限界未満の<0.5μSv/h まで低減するこ

とができ、0.5μSv/hを除染後の値と仮定すると、除染係数(DF)は min.1～max.48であった。ハンドツール

式による除染では、対象が配管の場合、1.5～80μSv/h から検出限界未満<0.5μSv/h まで低減することがで

き、DF は min.3～max.160 であった。弁体の場合、4～30μSv/h から 1.0μSv/h まで低減することができ、

DF は min.4～max.30 であった。このように本試験では、電解研磨により表面線量当量率が十分に低下す

る結果が得られ、解体前除染への適用の見通しを得た。なお、放射性核種濃度測定の結果、主要核種で

ある Co-60 は 0.0236Bq/g であり十分に低い値であることを確認するとともに、電解液中の Co-60 は

0.37Bq/cm3まで上昇したが、電解液から供試体への再汚染はないことを確認した。 
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図 1 機械式(配管) 

図 2 ハンドツール式 
(弁体時) 

 

図 3 配管内面の状況 

↓除染後 

↑除染前 

1D10 2017年秋の大会

 2017年 日本原子力学会 - 1D10 -


